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井手町家庭向け自立型再生可能エネルギー設備設置助成事業費補助金交付要綱 

 

 

 （目的） 

第１条 この要綱は、住宅におけるエネルギー自立化を図ることを目的として、井手町内に

住宅用太陽光・蓄電設備（住宅用の太陽光発電設備（当該設備を用いて発電した電気を電

気事業者（再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法（平成２３年法律第

１０８号）第２条第４項に規定する電気事業者をいう。以下同じ。）に供給する場合は、

当該設備の設置場所を含む一の需要場所において使用される電気として供給された後の

残余の電気を電気事業者に供給する構造であるものに限る。）及びその発電した電気を蓄

電することができる住宅用の蓄電設備をいう。以下同じ。）を同時に設置する者に対して、

その設置に要する経費の一部を予算の範囲内において補助金を交付することに関し、必

要な事項を定めるものとする。 

 （補助対象設備） 

第２条 補助金の対象となる住宅用太陽光・蓄電設備は次に掲げる要件を満たした住宅用

の太陽光発電設備及び住宅用の蓄電設備を同時に設置したものとする。 

 （１）住宅用の太陽光発電設備について次に掲げる要件を全てみたすもの 

   ア 太陽電池容量（日本産業規格に基づいて算出された太陽電池モジュールの最大

出力の合計値をいう。ただし、日本産業規格を基準としているが、ＩＥＣ等の国

際規格も可とする。）が２ｋＷ以上のもの 

   イ 未使用であるもの 

   ウ 設置に関して、法令、条例等に適合しているもの 

 （２）住宅用の蓄電設備について次に掲げる要件を全てみたすもの 

   ア 常時、住宅用太陽光発電設備と接続し、発電された電力を充放電できるもの 

   イ 蓄電池について、ＪＩＳ規格又は一般社団法人電池工業会規格に準拠している

もの 

   ウ 未使用であるもの 

   エ 蓄電池の蓄電容量の合計が１ｋＷｈ以上のもの 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合は、補助の対象としな

い。 

 （１）一の電力需給契約若しくは建物等又は補助申請者において、住宅用太陽光・蓄電

設備が複数にわたるもの 

 （２）町の他の補助制度により当該住宅用太陽光・蓄電設備が助成の対象となっている

もの 

 （補助対象者） 

第３条 補助金の対象となる者は、次に掲げる要件のすべてを満たす者とする。 
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 （１）井手町内に自らが居住する住宅又は住居として居住する予定の建物に住宅用太陽

光・蓄電設備を設置した個人又は住宅用太陽光・蓄電設備を設置した住宅を購入し

た個人で、電灯契約を結んでいる者（住宅は、店舗、事務所等と兼用するものを含

み、２戸以上の住戸を有するものを除く。ただし、親族の関係にある二または三の

世帯が居住することを想定している建築物を含む。） 

 （２）設置する建物等が補助事業者の所有物でない場合は、所有者の設置承諾を受けて

いる者 

 （３）住宅用太陽光・蓄電設備の管理および活用を自らの責任下で実施する者 

 （４）住宅用太陽光・蓄電設備を対象とする電力需給契約を電力会社と締結した個人で 

、需給開始日から１２月以内の者 

 （５）町税等を滞納していない者 

 （６）同一の住宅において、この要綱に基づく補助金の交付を受けていない者 

 （７）設置する建物等が昭和５６年５月３１日以前に着工された木造住宅である場合に

おいては、次に掲げる要件のうち、いずれかを満たす者 

ア 設置後の条件で京都府木造住宅耐震診断士（京都府木造住宅耐震診断士登録制

度要綱に基づき、京都府木造住宅耐震診断士登録簿に登録された者）または建築

士（建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３条に規定する建築士事務所に

所属する建築士法第２条に規定する建築士）による耐震診断（財団法人日本建築

防災協会が定めた「木造住宅の耐震診断と補強方法」に定める一般診断法又は精

密診断法（時刻歴応答計算による方法を除く。）により地震に対する安全性を評

価することをいう。）を受け、その評点が１．０以上と診断された住宅に住宅用

太陽光・蓄電設備を設置した者 

イ 井手町木造住宅耐震改修事業費補助金交付要綱に規定する耐震シェルター設置

を行って同要綱に基づく補助金の交付を受けた者 

 （補助対象経費及び補助金の額） 

第４条 補助金の交付の対象となる経費及び補助額は、別表に定めるとおりとする。 

 （交付の申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、補助金交付申

請書（別記第１号様式）に次に掲げる書類を添付して、町長に提出しなければならない。 

 （１）設置場所を示す地図 

 （２）町税等の滞納が無いことが分かる書類 

 （３）機器購入等を証する書類の写し（売買契約書又は工事請負契約書。注文書及び注

文請書を含む。ただし、補助対象設備を設置する建物が新築または建売の場合は、

それを証する書類の写し） 

 （４）住宅用太陽光・蓄電設備の設置費に係る領収書の写し 

 （５）住宅用太陽光・蓄電設備の設置状態が確認できる写真 
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 （６）太陽電池モジュールの配置枚数及び蓄電設備および建築物との位置関係を図示す

るもの 

 （７）出力対比表（太陽電池モジュール１枚ごとの製品番号および実測出力が分かるも

の） 

 （８）型式、規格、蓄電容量など蓄電設備の仕様が分かる書類 

 （９）電気事業者との電力需給契約が成立したことを証する書類 

 （１０）回路図等（常時、蓄電設備が住宅用太陽光発電設備と接続し、電力を充放電で

きることが分かる書類） 

 （１１）設置する建物等が木造住宅である場合は、第３条第７号の要件を満たすことを

示す書類 

 （１２）その他町長が必要と認める書類 

 （交付の決定及び通知） 

第６条 町長は、前条の申請があったときは、その内容を審査して補助金の交付の可否を

決定するものとする。 

２ 町長は、前項の規定により、補助金を交付すると決定した者（以下「補助対象者」と

いう。）に対しては、補助金交付決定通知書（別記第２号様式）により、交付しないと

決定した者に対しては、補助金不交付通知書（別記第３号様式）により、それぞれ通知

するものとする。 

（補助金の請求） 

第７条 前条の規定による補助対象者は、補助金交付請求書（別記第４号様式）を町長に

提出しなければならない。 

２ 町長は、前項による補助金の請求を受けたときは、速やかに補助金を交付するものと

する。 

 （補助金の取消し） 

第８条 町長は、補助対象者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付の全

部又は一部を取消すことができる。 

 （１）偽りその他不正の手段によって補助金の交付を受けたとき。 

 （２）補助金を他の用途に使用したとき。 

 （３）その他町長が不適当と認める事由が生じたとき。 

 （補助金の返還） 

第９条 町長は、前条の取消しを受けた者が既に補助金の交付を受けていたときは、補助

金の全部又は一部を返還させることができる。 

 （協力） 

第１０条 町長は、この要綱による補助金を受けた者に対し、必要に応じて太陽光発電シ

ステムに関する資料の提供その他の協力を求めることができる。 

 （その他） 



 

― ４ ― 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は町長が別に定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、公布の日から施行する。 

 （適用区分） 

２ この要綱は、平成３１年４月１日以降に住宅用太陽光・蓄電設備の設置工事を着手し

た者に適用する。 

   附 則 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行し、令和３年度分の補助金から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、令和４年４月１日から施行し、令和４年度分の補助金から適用する。 

 

別表（第４条関係） 

補助対象経費 補助額 

太陽光・蓄電設備の設置に要する経費 以下の（１）と（２）を合計した額（補

助対象経費の２分の１を超えるときは２

分の１以内の額） 

（１）住宅用の太陽光発電設備について 

、太陽電池モジュールの公称最大出力値

に１ｋＷ当たり１万円を乗じて得た額（ 

４万円を超えるときは、４万円） 

（２）住宅用の蓄電設備について、蓄電

容量に１ｋＷｈ当たり２万円を乗じて得

た額（１２万円を超えるときは、１２万

円） 
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別記第１号様式（第５条関係） 

  年  月  日 

 

井手町長    様 

 

申請者 住 所                    

 

氏 名                  ㊞ 

 

電話番号                   

 

 

井手町家庭向け自立型再生可能エネルギー設備設置助成事業費補助金交付申請書 

 

 

 井手町家庭向け自立型再生可能エネルギー設備設置助成事業費補助金交付要綱第５条の規定により、

次のとおり申請します。 

 

記 

 １ 申請額   金                  円 

 ２ 設置場所  井手町大字    小字 

 ３ 住宅用の太陽光発電設備 型式名 

               製造者名 

               公称最大定格出力      ｋＷ 

               （小数点以下２位未満切り捨て） 

 ４ 住宅用の蓄電設備    型式名 

               製造者名 

               蓄電容量          ｋＷｈ 

               （小数点以下２位未満切り捨て） 

 ５ 設置する住宅の着工年度および建物構造 

（    年度着工／木造・鉄筋コンクリート造・その他（      ）） 

６ 添付書類 

 （１）設置場所を示す地図       （２）町税等の滞納が無いことが分かる書類 

 （３）機器購入等を証する書類の写し  （４）設置費に係る領収書の写し 

 （５）設置状態が分かる写真      （６）設備の配置の図示 

 （７）出力対比表           （８）蓄電設備の仕様が分かる書類 

 （９）電力需給契約を証する書類    （１０）回路図等 

 （１１）要綱第３条第７項に規定する要件（耐震関係）を満たすことを示す書類 

（１２）その他町長が必要と認める書類
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別記第２号様式（第６条関係） 

  

年  月  日 

        様 

 

井手町長            

 

井手町家庭向け自立型再生可能エネルギー設備設置助成事業費補助金交付決定通知書 

 

 

   年  月  日付で申請のありました井手町家庭向け自立型再生可能エネルギー設備設置助成事

業費補助金について下記のとおり決定しましたので、井手町家庭向け自立型再生可能エネルギー設備設

置助成事業費補助金交付要綱第６条第２項の規定により通知します。 

 

 

記 

 

 

交付金額                  円 
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別記第３号様式（第６条関係） 

 

  年  月  日 

        様 

 

井手町長            

 

井手町家庭向け自立型再生可能エネルギー設備設置助成事業費補助金不交付通知書 

 

 

   年  月  日付で申請のありました井手町家庭向け自立型再生可能エネルギー設備設置助成事

業費補助金について不交付となりましたので、井手町家庭向け自立型再生可能エネルギー設備設置助成

事業費補助金交付要綱第６条第２項の規定により通知します。 
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別記第４号様式（第７条関係） 

 

年  月  日 

 

井手町長  様 

 

申請者 住 所                    

 

氏 名                  ㊞ 

 

電話番号                   

 

井手町家庭向け自立型再生可能エネルギー設備設置助成事業費補助金交付請求書 

 

 

 井手町家庭向け自立型再生可能エネルギー設備設置助成事業費補助金交付要綱第７条第１項の規定に

より、下記のとおり請求します。 

 

 

記 

 

 

１ 補助金請求額         金           円 

 

２ 振込先 

 

補助金払込先(申請者名義の口座に限る) 

金融機関名 （銀行・信用金庫・農協）           支店 

預金の種別 （普通預金・当座預金） 

口座番号  

（ふりがな） 

口座名義人 

 

 

 

 

 


